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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 令和８年８月３日（月）午前９時２８分～午前１０時１５分 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財政部長、総務部長、総務部危機

管理担当部長、市民部長、協働推進部長、環境部長、健康福祉

部長、健康福祉部高齢・障害担当部長、都市整備部長、都市整

備部建設管理担当部長、議会事務局長、教育部長、教育部学校

教育担当部長、会計管理者 

欠席者：子ども家庭部長 

議 題 
１ 令和８年第３回市議会定例会提出議案について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１：提案のとおり提出議案として決定する。 

議題２：令和８年第３回市議会定例会の招集期日は９月１日（火）であ

る。 

審議経過 
（主な意見等を
原則として発言
順に記載し、同

一内容は一つに
まとめる。) 
 

（発言者） 
○印=構成員 
●印=説明員 

議題１ 令和８年第３回市議会定例会提出議案について 

⑴ 令和７年度武蔵村山市一般会計歳入歳出決算認定について 

（企画財政部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。  

歳入決算額は３７，５０６，２４２，２９３円、歳出決算額は

３６，４１９，７６１，８２４円、歳入歳出差引残額は１，０８

６，４８０，４６９円、翌年度へ繰り越すべき財源は１７３，２

４０，１１５円、実質収支額は９１３，２４０，３５４円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑵ 令和７年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。   

歳入決算額は７，７２４，９４１，６２９円、歳出決算額は７，

５６３，４９１，３３７円、歳入歳出差引残額は１６１，４５０，

２９２円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は１６

１，４５０，２９２円である。 

（結 論） 
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提出議案として決定する。 

 

⑶ 令和７年度武蔵村山市介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

（高齢・障害担当部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。   

歳入決算額は６，５０２，６７５，５２０円、歳出決算額は６，

３２１，３８２，６１４円、歳入歳出差引残額は１８１，２９２，

９０６円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は１８

１，２９２，９０６円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑷ 令和７年度武蔵村山市都市核地区土地区画整理事業特別会計歳 

入歳出決算認定について 

（都市整備部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。   

歳入決算額は９２３，７３６，６７７円、歳出決算額は８９４，

９５８，２１０円、歳入歳出差引残額は２８，７７８，４６７円、

翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は２８，７７８，４

６７円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑸ 令和７年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認 

定について 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。   

歳入決算額は２，２３８，００３，８６８円、歳出決算額２，

１７８，３５８，８８０円、歳入歳出差引残額は５９，６４４，９

８８円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は５９，６

４４，９８８円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑹ 令和７年度武蔵村山市下水道事業会計決算認定について 
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（建設管理担当部長提出） 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項

の規定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出

する。 

下水道事業収益（収益的収支）は１，５２９，６０３，４２４

円、下水道事業費用（収益的収支）は１，４２３，２９５，６３

０円、収益的収支差引額は１０６，３０７，７９４円、資本的収

入（資本的収支）は１，５３５，７９７，５９５円、資本的支出

（資本的収支）は１，６８２，１０６，２３１円、資本的収支差

引額は△１４６，３０８，６３６円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑺ 武蔵村山市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部

を改正する条例 

 （総務部長提出） 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部改正等に伴い、

規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

  地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）に

よる地方自治法の一部改正に伴い、同法第２４３条の２の７が繰

り下げられたことなどから、同条を引用する規定等を改めるもの

である。 

施行期日については、令和８年９月２４日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑻ 武蔵村山市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部 

を改正する条例 

（総務部長提出） 

被害者参加人として裁判所等に出頭する場合を「官公署への出 

頭休暇」の対象とする必要があるので、本案を提出する。 

令和８年６月１日付で、人事院規則が一部改正されたことを踏 

まえ、「官公署への出頭休暇」の対象に、刑事訴訟法（昭和２３年 

法律第１３１号）第３１６条の３３第３項に規定する被害者参加 

人を加えるものである。 

施行期日については、公布の日からとする。 

内容については、職員組合と協議予定である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 
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⑼ 武蔵村山市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する

条例 

（建設管理担当部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部改正に伴い、規

定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）に

よる地方自治法の一部改正に伴い、同法第２４３条の２の７が繰

り下げられたことから、同条を引用する規定を改めるものである。 

施行期日については、令和８年９月２４日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑽ 令和８年度武蔵村山市一般会計補正予算（第３号） 

（企画財政部長提出） 

歳入において基金繰入金等について、歳出において総務管理費

等について、また、債務負担行為及び地方債について補正する必

要が生じたため、本案を提出する。 

補正予算額は１０億６，００８万円であり、補正後歳入歳出総

額３６８億５，９２７万５千円である。 

歳入概要は財政調整基金繰入金、前年度繰越金、普通交付税で

ある。 

歳出概要は、令和７年度決算確定に伴う財政調整基金積立金、庁 

舎建設基金積立金、立川都市計画道路３・４・１７号桜街道線整備 

事業である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑾ 令和８年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計補正予算（第

１号） 

（市民部長提出） 

歳入において前年度繰越金等について、歳出において保険給付費 

等交付金過年度分返還金等について補正する必要が生じたため、本 

案を提出する。 

補正予算額は１億１，２１１万１千円であり、補正後歳入歳出

総額７４億５，１７６万３千円である。 

歳入概要は決算に伴う前年度繰越金の増、国民健康保険給付シ

ステム改修に伴うその他一般会計繰入金の増である。 

歳出概要は、国民健康保険給付システム改修に伴う住民情報シス 

テム運営経費の増、決算に伴う還付金及び償還金経費並びに一般会 
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計繰出金の増である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑿ 令和８年度武蔵村山市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

（高齢・障害担当部長提出） 

国庫支出金について、事業終了後の実績確定により、増額の交

付や超過交付分の返還に伴う精算処理等があり、歳入額及び歳出

額を補正する必要があるので、本案を提出する。 

補正予算額は１億９，５６６万円であり、補正後歳入歳出総額

６３億３，１１１万９千円である。 

歳入概要は前年度繰越金や国庫補助金過年度分等の増である。 

歳出概要は、国庫支出金等過年度返還金や介護給付費等準備基 

金積立金等の増である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒀ 令和８年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号） 

（市民部長提出） 

歳入において前年度繰越金等について、歳出において広域連合

負担金等について補正する必要が生じたため、本案を提出する。 

補正予算額は４，３７５万円であり、補正後歳入歳出総額２３

億１，７１１万１千円である。 

歳入概要は決算に伴う療養給付費繰入金、保険料軽減措置繰入

金及び事務費繰入金の減、決算に伴う広域連合事務費繰入金、前

年度繰越金及び保険料軽減策負担金過年度分精算金の増である。 

歳出概要は、決算に伴う療養給付費負担金及び保険料軽減策負 

担金の減、決算に伴う保険料等負担金、広域連合事務費負担金、償 

還金及び還付加算金及び一般会計繰出金の増である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒁ 令和８年度武蔵村山市下水道事業会計補正予算（第２号） 

（建設管理担当部長提出） 

歳入において国庫補助金や公共下水道債等について、歳出におい 

て工事請負費や元金償還金等について補正する必要が生じたため、 

本案を提出する。 

収益的収入は補正予算額△４６４万６千円であり、補正後予算額  
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１４億７，３０５万７千円である。  

 歳入概要は国庫補助金の減、都補助金の増である。 

 収益的支出は補正予算額△３２万１千円であり、補正後予算額  

１９億５３万円である。 

 歳出概要は、工事請負費の増、企業債利息の減である。 

 資本的収入は補正予算額△１億２，７８４万１千円であり、補正 

後予算額２２億９，０４８万７千円である。 

 歳入概要は建設改良費の委託料及び工事請負費の減並びに都補 

助金の増に伴う公共下水道債の減、都補助金の増である。 

 資本的支出は補正予算額△１億２，６０２万８千円であり、補正 

後予算額１８億４，２６３万６千円である。 

歳出概要は建設改良費の委託料及び工事請負費の減、元金償還金 

の増である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒂ 武蔵村山市立学校給食センター解体工事の請負契約について 

（総務部長提出） 

武蔵村山市立学校給食センター解体工事の請負契約について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の

規定により、議会の議決に付する必要があるので、本案を提出す

る。 

概算額は３０８，０００，０００円である。 

工事概要は武蔵村山市立学校給食センターの閉設に伴う敷地内

全ての建物等解体工事を行うものである。 

工期限は議決のあった日の翌日から令和９年７月３０日（金）

まである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒃ 市道路線の認定について 

（建設管理担当部長提出） 

武蔵村山市まちづくり条例第５２条に規定する開発事業におい 

て設置された道路について、市道路線として認定するため、道路 

法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、本 

案を提出する。 

路線名は、一般市道Ⅾ第２６２号線、起点は武蔵村山市中原四丁 

目２番地先、終点は武蔵村山市中原四丁目２番地先、幅員は５．０ 

０ｍ、延長は１２１．１０ｍである。 
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（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【追加予定】 

⑴ 教育委員会委員の任命について 

（企画財政部長提出） 

武蔵村山市教育委員会委員の任期が令和８年９月３０日付で満

了になることに伴い、新たな委員を任命する必要があるため提案

するものである。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第 

１６２号）第４条第２項に基づき、議会の同意を得て任命する。 

なお、任期は令和８年１０月１日から令和１２年９月３０日まで 

（任期４年）である。 

 また、教育委員会委員潮美和氏の任期満了によるものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑵ 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

（企画財政部長提出） 

武蔵村山市固定資産評価審査委員会委員の任期が令和８年９月 

３０日付で満了になることに伴い、新たな委員を選任する必要があ 

るため提案するものである。 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項に基 

づき、議会の同意を得て選任する。 

なお、任期は令和８年１０月１日から令和１１年９月３０日ま 

で（任期３年）である。 

 また、固定資産評価審査委員会委員佐藤幸男氏の任期満了による 

ものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【報告事項】 

⑴ 専決処分の報告について 

（教育部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定 

により、議会において指定されている事項について、専決処分が予 

定されているため、同条第２項の規定により報告する予定である。 

  事故の概要は、図書館の職員が、庁用車で中藤地区学習等供用施 

 設に帰庁し、荷下ろしのため当該施設の敷地内で車両を停車させよ 
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 うとしたところ、ブレーキとアクセルを踏み間違え、車両を進行さ 

 せたことにより、当該車両の左前部が駐輪場に駐輪してあった被害 

 者の自転車の後部に接触し、当該自転車を転倒、損傷させたもので 

 ある。 

被害者は中藤地区図書館の当時会計年度任用職員である。 

損害賠償額は税込で７，７００円である。 

なお、示談交渉については、協議中である。 

 （結 論） 

報告事項として決定する。 

 

⑵ 専決処分の報告について 

（教育部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定 

により、議会において指定されている事項について、専決処分が予 

定されているため、同条第２項の規定により報告する予定である。 

事故の概要は、図書館の職員が、庁用車で中藤地区学習等供用

施設に帰庁し、荷下ろしのため当該施設の敷地内で車両を停車さ

せようとしたところ、ブレーキとアクセルを踏み間違え、車両を

進行させたことにより、当該車両の左前部が駐輪場に駐輪してあ

った被害者の自転車の左後部に接触し、当該自転車を転倒、損傷

させたものである。 

被害者は、中藤地区図書館の職員である。 

損害賠償額は、税込で２４，３９３円である。 

なお、示談交渉については、協議中である。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

⑶ 継続費精算報告書について（下水道事業会計） 

（建設管理担当部長提出） 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条

の２第２項の規定により、報告する。 

令和７年度に終了した継続費について、継続費精算報告書を調

製し、これを議会に報告するものである。 

１つ目は新青梅街道拡幅に伴う管きょ改良工事第３工区（その

３）についてである。令和６年度は年割額２６，８５２，０００

円であり、支出済額は０円である。令和７年度は年割額４８，１

７８，０００円であり、支出済額は５０，２５４，６００円であ

る。合計で年割額は７５，０３０，０００円であり、支出済額は

５０，２５４，６００円である。 
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２つ目は新青梅街道拡幅に伴う管きょ改良工事第３工区（その

１－２）についてである。令和６年度は年割額６６，０００，０

００円であり、支出済額は０円である。令和７年度は年割額４４，

０００，０００円であり、支出済額は７７，０００，０００円で

ある。合計で年割額は１１０，０００，０００円であり、支出済

額は７７，０００，０００円である。 

３つ目は空堀川整備工事に伴う管きょ改良工事についてであ

る。令和６年度は年割額５４，０００，０００円であり、支出済

額は０円である。令和７年度は年割額３６，０００，０００円で

あり、支出済額は７４，４７０，０００円である。合計で年割額

は９０，０００，０００円であり、支出済額は７４，４７０，０

００円である。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

    

⑷ 令和７年度武蔵村山市の健全化判断比率及び資金不足比率につ 

いて 

（企画財政部長提出） 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第

９４号）第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、報告す

る。 

令和７年度武蔵村山市の健全化判断比率（実質赤字比率、連結 

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び公営企業 

会計の資金不足比率を監査委員の意見を付けて報告するものであ 

る。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

 ⑸ 武蔵村山市新型インフルエンザ等対策行動計画の改定について 

（健康福祉部長提出） 

   武蔵村山市新型インフルエンザ等対策行動計画を改定したこと 

から、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３ 

１号）第８条第８項の規定おいて準用する同条第６項の規定により 

報告する。 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、新型インフルエ 

ンザ等対策政府行動計画及び東京都新型インフルエンザ等対策行 

動計画が改定されたことを受けて、武蔵村山市新型インフルエンザ 

等対策行動計画を改定したので、これを議会に報告する。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 
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議題２ その他 

令和８年第３回市議会定例会の招集期日は９月１日（火）である。 

  

－議会時のポロシャツの着用について－ 

（都市整備部長説明） 

昨年度、部長職や議員の方に市で作成したポロシャツを着用して、 

議会に参加していただいた。今年度も同様、議会初日にポロシャツを 

着ていただきたい。議員の方にも周知を行っている。 

 

備 考 

庁議付議事案「武蔵村山市立学校給食センター解体工事の請負契約に

ついて」は当初、予定していた入札が不調になったため、令和８年度８

月２４日付けで追加予定に変更した。 

  
 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財政部 企画政策課（内線：３７３） 

（日本産業規格Ａ列４番） 


